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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
2020年度

第３四半期連結累計期間
2021年度

第３四半期連結累計期間
2020年度

 
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

経常収益 百万円 41,036 42,016 53,281

経常利益 百万円 6,181 12,416 6,043

親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 4,380 8,700 ――

親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ―― ―― 4,266

四半期包括利益 百万円 25,428 6,439 ――

包括利益 百万円 ―― ―― 38,098

純資産額 百万円 233,722 251,073 246,391

総資産額 百万円 3,766,870 4,380,662 3,788,132

１株当たり四半期純利益 円 407.44 808.67 ――

１株当たり当期純利益 円 ―― ―― 396.82

潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益
円 404.98 803.67 ――

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
円 ―― ―― 394.46

自己資本比率 ％ 6.1 5.6 6.4

 

 

2020年度
第３四半期連結会計期間

2021年度
第３四半期連結会計期間

(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

１株当たり四半期純利益 円 203.43 390.04

　（注）１．自己資本比率は、（(四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持

分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

　　　　２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標につい

ては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、ワクチン接種効果により新型コロナウイルスの影響が和らい

だことを受け、全体的に景気持ち直しの動きが見られました。９月末に緊急事態宣言が解除されたことで、外食や

旅行などのサービス消費を中心に消費活動の改善が進み、海外需要の回復などから企業の景況感は改善傾向に向か

いつつあります。但し、足元では新変異株「オミクロン株」が急拡大し、また資源価格の上昇や原材料価格の高騰

が企業収益を抑制する懸念が高まる中、景気の先行きには不透明感が強まっています。

　愛知県を中心とした当地域につきましても、輸出と生産は増加基調にあり、大企業・中小企業ともに持ち直しの

動きが見られました。また飲食・宿泊サービス等で依然、下押し圧力があるものの、住宅投資や個人消費は緩やか

に改善しています。

　このような状況下、当第３四半期連結累計期間の当行グループの業績は、以下のとおりとなりました。

　資産の部合計は、前連結会計年度末比5,925億円増加し４兆3,806億円となりました。うち、貸出金につきまして

は、事業性貸出の増加を主因に前連結会計年度末比2,075億円増加し、２兆7,361億円となりました。また、有価証

券につきましては、前連結会計年度末比672億円増加し１兆206億円となりました。負債の部合計は、前連結会計年

度末比5,878億円増加し、４兆1,295億円となりました。うち、預金につきましては、個人預金や法人預金を主体

に、前連結会計年度末比2,251億円増加し、３兆4,467億円となりました。純資産の部合計は、2,510億円となりま

した。

　損益面につきましては、経常収益は、貸出金利息、有価証券利息配当金、法人関連手数料及び預かり資産手数料

等が増加したため、前年同四半期比９億80百万円増収の420億16百万円となりました。一方、経常費用は、貸倒引

当金繰入額等が減少したことから、前年同四半期比52億55百万円減少し296億円となりました。この結果、経常利

益は前年同四半期比62億35百万円増益の124億16百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四半期比43

億20百万円増益の87億円となりました。

　セグメント別に見ますと、銀行業の経常収益は前年同四半期比12億６百万円増収の355億96百万円、セグメント

利益は前年同四半期比63億40百万円増益の121億53百万円となりました。リース業の経常収益は前年同四半期比１

億68百万円減収の60億12百万円、セグメント利益は前年同四半期比１億７百万円減益の１億66百万円となりまし

た。
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①　国内業務部門・国際業務部門別収支

　当第３四半期連結累計期間の資金運用収益は貸出金利息等の増加により前第３四半期連結累計期間比26億45百

万円増収の250億82百万円となり、資金調達費用は預金利息等の減少により前第３四半期連結累計期間比20百万

円減少の２億60百万円となり、資金運用収支は前第３四半期連結累計期間比26億65百万円増益の248億21百万円

となりました。

　役務取引等収支は、法人関連手数料及び預かり資産手数料の増加により、前第３四半期連結累計期間比８億16

百万円増益の55億５百万円となりました。

　なお、その他業務収支は、国債等債券損益の増加により、前第３四半期連結累計期間比５億49百万円増加しま

したが、３億34百万円の損失となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 21,243 892 19 22,155

当第３四半期連結累計期間 23,957 828 35 24,821

うち資金運用収益

前第３四半期連結累計期間
   7

21,470 1,002 △28 22,437

当第３四半期連結累計期間
   5

24,258 858 △28 25,082

うち資金調達費用

前第３四半期連結累計期間
   7

226 110 △48 281

当第３四半期連結累計期間
   5

300 29 △63 260

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 4,713 48 △72 4,689

当第３四半期連結累計期間 5,535 52 △83 5,505

うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 12,751 78 △222 12,608

当第３四半期連結累計期間 13,614 84 △287 13,411

うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 8,038 30 △149 7,919

当第３四半期連結累計期間 8,079 31 △204 7,906

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 △872 △11 － △883

当第３四半期連結累計期間 △389 55 － △334

うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 402 0 － 402

当第３四半期連結累計期間 65 55 － 121

うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 1,275 11 － 1,286

当第３四半期連結累計期間 455 － － 455

　（注）１．国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。

　ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は、国際業務部門に含めております。

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。

３．「相殺消去額（△）」は、連結会社間の取引等の相殺消去額であります。
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②　国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況

　役務取引の主たるものは、為替手数料及び代理事務手数料であります。

　当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は前第３四半期連結累計期間比８億３百万円増収の134億11百万

円、役務取引等費用は前第３四半期連結累計期間比12百万円減少の79億６百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 12,751 78 △222 12,608

当第３四半期連結累計期間 13,614 84 △287 13,411

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 1,046 － － 1,046

当第３四半期連結累計期間 1,404 － － 1,404

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 1,643 75 － 1,719

当第３四半期連結累計期間 1,590 83 － 1,673

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 128 － － 128

当第３四半期連結累計期間 140 － － 140

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 2,906 1 － 2,908

当第３四半期連結累計期間 3,605 － － 3,605

うち保護預り貸金庫

業務

前第３四半期連結累計期間 77 － － 77

当第３四半期連結累計期間 77 － － 77

うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 56 1 － 58

当第３四半期連結累計期間 57 1 － 58

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 8,038 30 △149 7,919

当第３四半期連結累計期間 8,079 31 △204 7,906

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 304 24 － 329

当第３四半期連結累計期間 253 23 － 277

　（注）１．国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は、国際業務部門に含めております。

２．「相殺消去額（△）」は、連結会社間の取引等の相殺消去額であります。
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③　国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第３四半期連結会計期間 3,222,895 21,698 △3,561 3,241,031

当第３四半期連結会計期間 3,425,337 24,576 △3,153 3,446,760

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 2,110,454 － △3,431 2,107,022

当第３四半期連結会計期間 2,241,024 － △3,023 2,238,000

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 1,106,725 － △130 1,106,595

当第３四半期連結会計期間 1,179,024 － △130 1,178,894

うちその他
前第３四半期連結会計期間 5,715 21,698 － 27,413

当第３四半期連結会計期間 5,288 24,576 － 29,865

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 4,100 － － 4,100

当第３四半期連結会計期間 4,100 － － 4,100

総合計
前第３四半期連結会計期間 3,226,995 21,698 △3,561 3,245,131

当第３四半期連結会計期間 3,429,437 24,576 △3,153 3,450,860

　（注）１．国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は、国際業務部門に含めております。

２．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３．定期性預金＝定期預金＋定期積金

４．「相殺消去額（△）」は、連結会社間の取引等の相殺消去額であります。
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④　貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 2,471,604 100.0 2,736,158 100.0

製造業 408,740 16.5 412,855 15.1

農業，林業 1,813 0.1 1,614 0.1

漁業 79 0.0 21 0.0

鉱業，採石業，砂利採取業 1,002 0.0 1,058 0.0

建設業 187,314 7.6 200,112 7.3

電気・ガス・熱供給・水道業 41,034 1.7 44,335 1.6

情報通信業 17,583 0.7 18,560 0.7

運輸業，郵便業 110,056 4.5 117,761 4.3

卸売業，小売業 355,672 14.4 372,187 13.6

金融業，保険業 149,418 6.0 226,786 8.3

不動産業，物品賃貸業 311,670 12.6 329,393 12.0

各種サービス業 184,316 7.5 196,023 7.2

国・地方公共団体 74,541 3.0 74,911 2.7

その他 628,355 25.4 740,533 27.1

特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 － － － －

合計 2,471,604 ―― 2,736,158 ――

　（注）「国内」とは当行及び連結子会社であります。
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(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当行グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4)目標とする経営指標

　2022年３月期の目標とする主な経営指標について以下のとおり変更いたしました。なお、当指標につきまして

は、単体ベースで策定しております。

コア業務純益　　　１２８億円

経常利益　　　　　１３３億円

当期純利益　　　　　９３億円

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当行グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題における重要

な変更または新たに生じた課題は次のとおりであります。

　ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）やフィンテックへの対応につきましては、インターネットやスマー

トフォンを活用したサービスの拡充を中心に進めており、お客さまのニーズにお応えするとともに、新たな顧客体

験（ＣＸ：カスタマーエクスペリエンス）の提供に向け取り組んでおります。

　また、各種手続きや業務のデジタル化を進めることで、生産性の向上やデータの活用による新たな価値の創造を

図ってまいります。

　マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策への対応につきましては、リスク管理態勢の構築・強化を図って

おります。

　近年、異常気象や自然災害等の気候変動による被害が甚大化しており、気候変動がお客さまや当行の経営基盤に

与える影響が徐々に大きくなっています。2021年９月に「気候変動関連財務情報開示タスクフォース（ＴＣＦ

Ｄ）」提言への賛同を表明しております。気候変動・環境問題への対応を強化していくとともに、ＴＣＦＤ提言を

踏まえた気候変動リスク・機会に関する情報開示の充実に努めてまいります。

 

(6) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(7) 経営成績に重要な影響を与える要因

　当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した経営成績に重要な影響を与える要

因に、重要な変更はありません。

 

(8) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当行グループにおいて、当第３四半期連結累計期間に重要な資本的支出はありません。

　また、当行グループの資金の流動性については、現金及び現金同等物及び国債等の売却可能な資産を十分に保有

しており、適切な水準の流動性を維持していると考えております。

 

 

EDINET提出書類

株式会社愛知銀行(E03651)

四半期報告書

 8/28



３【経営上の重要な契約等】

　当行は、2021年12月10日開催の取締役会において、株式会社中京銀行（以下「中京銀行」といい、当行と総称し

て「両行」といいます。）との間で、共同株式移転（以下「本株式移転」といいます。）の方法により銀行持株会

社（以下「本持株会社」といいます。）を設立し、経営統合に向けて協議・検討を進めていくことについて基本合

意することを決議し、基本合意書を締結いたしました。

 

（１）本株式移転の目的

本株式移転によりマーケットシェアの拡大やリソースの追加投入が可能となることを活かし、安定した営業基盤

の拡充や収益力の向上により経営環境の変化に対応するとともに、将来にわたり持続可能なビジネスモデルを構築

することで、両行の企業価値を高め、ステークホルダーの期待に応え、①地域経済の発展への貢献、②高度化・多

様化するお客さまのニーズへの対応、③チャレンジ精神旺盛な企業風土の確立、④経営資源の最適な運用、及び⑤

最大限の統合効果の実現を達成することを目的とするものです。

 

（２）本株式移転の方法、本株式移転に係る割当ての内容、その他の株式移転計画の内容
①本株式移転の方法

2022年５月を目途に両行で本株式移転に係る共同株式移転計画を作成し、当該株式移転計画に基づき、両行の

株主総会の承認及び必要な関係当局の許認可等を得ることを前提として、2022年10月３日を目途に本持株会社が

両行の発行済株式の全部を取得し、その株式に代わる本持株会社の新株式を、両行の株主に対して割当てること

を予定しております。ただし、今後、経営統合に向けて協議・検討を進めていく中で、日程又は統合形態等が変

更される場合があります。

②本株式移転に係る割当ての内容

本株式移転に係る割当ての詳細については、両行の市場株価だけでなく、今後実施される予定のデュー・ディ

リジェンスの結果や、両行がそれぞれ起用する第三者算定機関による株式移転比率算定の結果等、諸要素を踏ま

えて、両行で誠実に協議の上、本株式移転に係る最終契約において決定いたします。

③その他の株式移転計画の内容

現時点では未定であり、今後、両行で協議の上、決定いたします。

 

（３）本株式移転に係る割当ての内容の算定根拠

現時点では確定しておりません。

 

（４）本株式移転の後の株式移転設立完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、
純資産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 未定

本店・本社所在地 未定（注１）

代表者の氏名 未定（注２）

資本金の額 未定

純資産の額 未定

総資産の額 未定

事業の内容 銀行持株会社（銀行、その他銀行法により子会社とすることができ

る会社の経営管理及びこれに附帯する業務）

（注１）　本持株会社の本店及び本社所在地は、愛知県名古屋市中区栄三丁目14番12号とする予定です。

（注２）　代表取締役社長には当行の取締役頭取が、代表取締役副社長には中京銀行の取締役頭取が、それぞれ

就任する予定です。
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（５）中京銀行の概要
①商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2021年９月末時点）

商号 株式会社中京銀行

本店の所在地 名古屋市中区栄三丁目33番13号

代表者の氏名 取締役頭取　小林　秀夫

資本金の額 31,879百万円

純資産の額 111,812百万円（連結）

109,465百万円（単体）

総資産の額 2,352,134百万円（連結）

2,348,818百万円（単体）

事業の内容 銀行業

 

②最近３年間に終了した各事業年度の経常収益、経常利益及び純利益

（連結）

 2018年度 2019年度 2020年度

経常収益 30,454百万円 30,924百万円 31,446百万円

経常利益 4,221百万円 3,489百万円 3,632百万円

親会社株主に帰属する

当期純利益

3,481百万円 2,316百万円 2,333百万円

 

（単体）

 2018年度 2019年度 2020年度

経常収益 29,793百万円 30,667百万円 31,995百万円

経常利益 4,109百万円 3,938百万円 4,820百万円

当期純利益 3,474百万円 3,127百万円 3,452百万円
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年２月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,943,240 10,943,240

東京証券取引所市場第

一部

名古屋証券取引所市場

第一部

権利内容に何ら

限定のない当行

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 10,943,240 10,943,240 ―― ――

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2021年10月１日～

2021年12月31日
－ 10,943 － 18,000 － 13,834

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定

のない当行における

標準となる株式
普通株式 183,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,675,900 106,759 同上

単元未満株式 普通株式 83,940 － －

発行済株式総数  10,943,240 － －

総株主の議決権  － 106,759 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式が62株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社愛知銀行

名古屋市中区栄三丁

目14番12号
183,400 － 183,400 1.68

計 ── 183,400 － 183,400 1.68

　（注）2021年12月31日現在の自己株式数は、183,700株であります。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（1982年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自2021年10月１日　至

2021年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

現金預け金 226,415 539,439

コールローン及び買入手形 590 1,604

買入金銭債権 3,090 6,225

有価証券 ※２ 953,370 ※２ 1,020,661

投資損失引当金 △0 △0

貸出金 ※１ 2,528,640 ※１ 2,736,158

外国為替 1,975 1,493

その他資産 38,044 40,475

有形固定資産 35,050 34,415

無形固定資産 1,002 767

退職給付に係る資産 7,461 7,807

繰延税金資産 185 200

支払承諾見返 6,014 6,245

貸倒引当金 △13,708 △14,832

資産の部合計 3,788,132 4,380,662

負債の部   

預金 3,221,635 3,446,760

譲渡性預金 4,100 4,100

コールマネー及び売渡手形 － 168,000

債券貸借取引受入担保金 91,318 48,248

借用金 166,852 417,564

外国為替 1,460 1,109

その他負債 22,227 10,930

賞与引当金 587 －

役員賞与引当金 35 －

退職給付に係る負債 683 586

役員退職慰労引当金 35 39

睡眠預金払戻損失引当金 188 163

偶発損失引当金 1,449 1,483

繰延税金負債 20,484 19,723

再評価に係る繰延税金負債 4,668 4,630

支払承諾 6,014 6,245

負債の部合計 3,541,740 4,129,588

純資産の部   

資本金 18,000 18,000

資本剰余金 13,883 13,883

利益剰余金 142,074 149,075

自己株式 △1,055 △1,021

株主資本合計 172,903 179,937

その他有価証券評価差額金 59,345 56,811

繰延ヘッジ損益 100 120

土地再評価差額金 8,413 8,345

退職給付に係る調整累計額 991 1,169

その他の包括利益累計額合計 68,850 66,447

新株予約権 302 300

非支配株主持分 4,335 4,387

純資産の部合計 246,391 251,073

負債及び純資産の部合計 3,788,132 4,380,662
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

経常収益 41,036 42,016

資金運用収益 22,437 25,082

（うち貸出金利息） 14,171 15,790

（うち有価証券利息配当金） 8,193 9,005

役務取引等収益 12,608 13,411

その他業務収益 402 121

その他経常収益 ※１ 5,588 ※１ 3,401

経常費用 34,855 29,600

資金調達費用 281 260

（うち預金利息） 193 156

役務取引等費用 7,919 7,906

その他業務費用 1,286 455

営業経費 19,878 19,110

その他経常費用 ※２ 5,489 ※２ 1,867

経常利益 6,181 12,416

特別利益 12 80

固定資産処分益 12 80

特別損失 67 234

固定資産処分損 17 47

減損損失 50 186

税金等調整前四半期純利益 6,126 12,262

法人税、住民税及び事業税 2,552 3,548

法人税等調整額 △920 △58

法人税等合計 1,632 3,490

四半期純利益 4,494 8,772

非支配株主に帰属する四半期純利益 113 72

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,380 8,700
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 4,494 8,772

その他の包括利益 20,933 △2,333

その他有価証券評価差額金 20,563 △2,532

繰延ヘッジ損益 21 20

退職給付に係る調整額 348 178

四半期包括利益 25,428 6,439

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 25,301 6,365

非支配株主に係る四半期包括利益 126 73
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これによりキャッシュ・バック等顧客に支払われる対価の一部が、営業経費又はその他経常費用として処理する

方法から、取引価格より減額する方法に変更しております。また、当行の連結子会社におけるクレジットカード年

会費の収益認識基準は、従来、受取時に一括して収益認識しておりましたが、一定の期間にわたり充足される履行

義務であることから、第１四半期連結会計期間から、経過期間に応じて収益を認識するように変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　これによる、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸表に与

える影響は軽微であります。

 

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

　当第３四半期連結累計期間における新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り及び当該見積りに用い

た主要な仮定については、前連結会計年度の有価証券報告書の「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連

結財務諸表　注記事項　（重要な会計上の見積り）」に記載した内容から重要な変更はありません。

 

（当行と株式会社中京銀行の経営統合に関する基本合意について）

　当行は、2021年12月10日開催の取締役会において、株式会社中京銀行との間で、共同株式移転の方法により銀行

持株会社を設立し、経営統合に向けて協議・検討を進めていくことについて基本合意することを決議し、基本合意

書を締結いたしました。詳細は、「第２　事業の状況　３　経営上の重要な契約等」に記載のとおりであります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

破綻先債権額 2,049百万円 2,054百万円

延滞債権額 38,117百万円 42,595百万円

３カ月以上延滞債権額 1,184百万円 872百万円

貸出条件緩和債権額 3,737百万円 4,224百万円

合計額 45,088百万円 49,746百万円

 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

32,105百万円 35,496百万円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

償却債権取立益 3百万円 0百万円

株式等売却益 5,407百万円 3,255百万円

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

貸倒引当金繰入額 3,828百万円 1,237百万円

偶発損失引当金繰入額 85百万円 34百万円

株式等売却損 712百万円 167百万円

株式等償却 159百万円 3百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

減価償却費 1,149百万円 1,313百万円
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（株主資本等関係）

 

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

 

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 537 50 2020年３月31日 2020年６月29日

その他利益剰

余金

2020年11月13日

取締役会
普通株式 537 50 2020年９月30日 2020年12月７日

その他利益剰

余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

 

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 752 70 2021年３月31日 2021年６月28日

その他利益剰

余金

2021年11月12日

取締役会
普通株式 968 90 2021年９月30日 2021年12月６日

その他利益剰

余金

（注）2021年６月25日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、特別配当金20円を含んでおります。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業 リース業 計

経常収益        

外部顧客に対する

経常収益
34,297 6,028 40,326 710 41,036 － 41,036

セグメント間の内

部経常収益
92 151 243 217 461 △461 －

計 34,390 6,180 40,570 927 41,497 △461 41,036

セグメント利益 5,812 274 6,086 97 6,184 △2 6,181

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、事務代

行業及び電算機による業務処理等事業であります。

３．調整額は、セグメント間取引消去であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　銀行業セグメントにおいて、固定資産に係る重要な減損損失を認識しております。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、50百万円であります。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

 

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業 リース業 計

経常収益        

外部顧客に対する

経常収益
35,505 5,784 41,289 727 42,016 － 42,016

セグメント間の内

部経常収益
91 227 319 204 523 △523 －

計 35,596 6,012 41,608 931 42,540 △523 42,016

セグメント利益 12,153 166 12,319 100 12,419 △3 12,416

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、事務代

行業及び電算機による業務処理等事業であります。

３．調整額は、セグメント間取引消去であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
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（固定資産に係る重要な減損損失）

　銀行業セグメントにおいて、固定資産に係る重要な減損損失を認識しております。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、186百万円であります。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

　これによる、当第３四半期連結累計期間の報告セグメントに与える影響額は軽微であります。

 

４．財又はサービスの種類別の収益の分解情報を併記した事業セグメント表

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計

 銀行業 リース業 計

役務取引等収益 5,358 282 5,641 656 6,298

預金・貸出業務 208 － 208 － 208

為替業務 1,663 － 1,663 － 1,663

代理業務 3,409 － 3,409 － 3,409

その他 77 282 360 656 1,016

その他経常収益 49 － 49 0 49

顧客との契約から

生じる経常収益
5,408 282 5,691 656 6,348

上記以外の経常収益 30,096 5,501 35,598 70 35,668

外部顧客に対する

経常収益
35,505 5,784 41,289 727 42,016

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、事務代

行業及び電算機による業務処理等事業であります。
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（金融商品関係）

　　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。

 

前連結会計年度（2021年３月31日）

（単位：百万円）

 
連結貸借対照

表計上額
時価 差額

 貸出金 2,528,640   

　 貸倒引当金（＊） △12,927   

 2,515,712 2,569,310 53,597

 預金 3,221,635 3,221,671 35

（＊） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

 

 

当第３四半期連結会計期間（2021年12月31日）

（単位：百万円）

 

四半期連結貸

借対照表計上

額

時価 差額

 貸出金 2,736,158   

　 貸倒引当金（＊） △14,026   

 2,722,131 2,779,133 57,001

 預金 3,446,760 3,446,778 17

（＊） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
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（有価証券関係）

※１．企業集団の事業の運営において重要なものであるため、記載しております。

※２．四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含め

て記載しております。

 

１．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（2021年３月31日）

 

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 63,927 136,006 72,079

債券 538,999 539,682 683

国債 93,285 92,408 △876

地方債 163,300 163,408 108

社債 282,413 283,865 1,452

外国債券 77,244 78,044 800

その他 189,166 200,158 10,991

合計 869,337 953,891 84,554

 

当第３四半期連結会計期間（2021年12月31日）

 

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 67,671 131,645 63,974

債券 590,159 591,530 1,370

国債 126,272 125,692 △579

地方債 165,179 165,588 409

社債 298,707 300,248 1,540

外国債券 79,818 79,994 176

その他 205,238 220,928 15,690

合計 942,887 1,024,098 81,211

（注）その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで

回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結

貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処

理（以下「減損処理」という。）しております。

前連結会計年度における減損処理額は、ありません。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、８百万円（うち、社債８百万円）であります。

　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価と比べて30％以上下落したもの

としております。

　そのうち、下落率50％以上の銘柄は一律減損処理し、下落率30％以上50％未満のものは、時価の回復可能性

があると認められるもの以外について、全て減損処理を行っております。

 

 

（デリバティブ取引関係）

　　企業集団の事業の運営において重要なものであるため、記載しております。
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(1) 金利関連取引

該当事項はありません。

（注）「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別委員会実務指針第24号　2020年10月８日）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引

は、上記記載から除いております。

 

(2) 通貨関連取引

前連結会計年度（2021年３月31日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭 為替予約 34,709 △1,628 △1,628

合　　　計 ― △1,628 △1,628

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別委員会実務指針第25号　2020年10月８日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金

銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外

貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

 

当第３四半期連結会計期間（2021年12月31日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭 為替予約 36,448 △789 △789

合　　　計 ― △789 △789

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別委員会実務指針第25号　2020年10月８日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金

銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は

当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

 

(3) 株式関連取引

該当事項はありません。

 

(4) 債券関連取引

該当事項はありません。

 

(5) 商品関連取引

該当事項はありません。

 

(6) クレジット・デリバティブ取引

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益 円 407.44 808.67

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 4,380 8,700

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益
百万円 4,380 8,700

普通株式の期中平均株式数 千株 10,751 10,759

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円 404.98 803.67

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 百万円 － －

普通株式増加数 千株 65 66

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

―― ――

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

中間配当

2021年11月12日開催の取締役会において、第113期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額　　　　　　 968百万円

１株当たりの中間配当金　　90円00銭
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年２月７日

株式会社愛知銀行

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　　名古屋事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福井　淳

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　昌紀

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社愛知銀

行の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社愛知銀行及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四
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半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本は当行（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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